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国民保護法によって高圧ガス容器の盗難防止に努めなければならない根拠国民保護法によって高圧ガス容器の盗難防止に努めなければならない根拠国民保護法によって高圧ガス容器の盗難防止に努めなければならない根拠国民保護法によって高圧ガス容器の盗難防止に努めなければならない根拠

※国民保護法において、高圧ガスは「引火若しくは爆発又は空気中への飛散若しくは周辺地域への流出

により人の生命、身体又は財産に対する危険が生ずるおそれがある物質」に含まれると定められ、これ

を取り扱う場所である高圧ガス貯蔵場所等は「生活関連等施設」として「安全の確保に関し必要な措置

を講じなければならない」対象とされています。以下、国民保護法の条文です。

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（国民保護法）

（平成十六年六月十八日法律第百十二号）

（生活関連等施設の安全確保）

第百二条

都道府県知事は、武力攻撃事態等において、武力攻撃災害の発生又はその拡大を防止するため、次の各号のいず

れかに該当する施設で政令で定めるもの（「生活関連等施設」という。）のうち当該都道府県の区域内に所在す

るものの安全の確保が特に必要であると認めるときは、関係機関の意見を聴いて、当該生活関連等施設の管理

者に対し、当該生活関連等施設の安全の確保のため必要な措置を講ずるよう要請することができる。（略）

３ 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長並びに地方公共団体の長等は、武力攻撃事態等においては、武力

攻撃災害の発生又はその拡大を防止するため、それぞれその国民の保護に関する計画で定めるところにより、

生活関連等施設のうちその管理に係るものについて、警備の強化その他当該生活関連等施設の安全の確保に関

し必要な措置を講じなければならない。

（危険物質等に係る武力攻撃災害の発生の防止）

第百三条

指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長並びに地方公共団体の長は、武力攻撃事態等において、引火若しく

は爆発又は空気中への飛散若しくは周辺地域への流出により人の生命、身体又は財産に対する危険が生ずるお

それがある物質で政令で定めるもの（「危険物質等」という。）に係る武力攻撃災害の発生を防止するため必要

があると認めるときは、この法律その他法令の規定に基づき、それぞれその国民の保護に関する計画で定める

ところにより、当該危険物質等に係る武力攻撃災害の発生を防止するため必要な措置を講じなければならない。

２ 前項の場合において、指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は地方公共団体の長は、危険物質等

の占有者、所有者、管理者その他の危険物質等を取り扱う者に対し、危険物質等の取扱所の警備の強化を求め

ることができる。

=======================================================================================================

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令

（平成十六年九月十五日政令第二百七十五号）

（生活関連等施設）

第二十七条

法第百二条第一項の政令で定める施設は、次のとおりとする。

十 法第百三条第一項の危険物質等の取扱所

（危険物質等）

第二十八条

法第百三条第一項の政令で定める物質は、次のとおりとする。

四 高圧ガス保安法第二条の高圧ガス（同法第三条第一項各号に掲げるものを除く。）

※その他、毒物及び劇物取締上の毒劇物、火薬類取締法の火薬類、原子力基本法に規定する核燃料物質等、細菌兵

器、化学兵器なども危険物質等とされています。
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※見てとれるように、この国民保護法で「警備の強化その他当該生活関連等施設の安全の確保に関し必

要な措置を講じなければならない」のは、指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長並びに地方公共

団体の長等であり、同様に「生活関連等施設の安全の確保のため必要な措置を講ずる」ことを「生活関

連等施設のうちその管理に係るもの」に要請するとされています。

※では、各県の行政の長である知事は、それら

の対処をしているでしょうか？

※上にある図の中心部分【都道府県】の記述に

あるように、「国民保護計画」として、全都

道府県で平成 18年 3月までに策定が完了し、

その結果右のような文書が各都道府県知事

から関係各所に配布されているはずです。

ここには、知事からその管理する施設が生活関

連等施設に該当する者に対して「当該施設の

安全確保に配慮」するよう通知されています。

※その「施設｣とは危険物質の取扱所であり、そ

の「危険物質」に高圧ガスは含まれます。

※その詳細は、各都道府県のホームページなど

に、以下のような内容で「国民保護計画」と

して明らかにされています。この中で、「施

設の管理者は、その自主的な判断に基づき、

安全確保措置について定める」ものとされ、

「危険物質等の取扱者に対し、危険物質等の

取扱所の警備の強化を求め」ています。

http://www.kokuminhogo.go.jp/torikumi/kankeikikan.html

※以下兵庫県版 http://web.pref.hyogo.lg.jp/pa18/pa18_000000006.htmlを例に、関連部分を抜粋しま

す。

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
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兵庫県国民保護計画兵庫県国民保護計画兵庫県国民保護計画兵庫県国民保護計画[[[[抜粋抜粋抜粋抜粋]]]]

第３章第３章第３章第３章 武力攻撃災害への対処に関する平素からの備え武力攻撃災害への対処に関する平素からの備え武力攻撃災害への対処に関する平素からの備え武力攻撃災害への対処に関する平素からの備え

武力攻撃事態等においては、県民生活に関連を有す

る施設や危険物質等の取扱施設等の安全確保につ

いて、特に配慮する必要があることから、これらの

施設に関する平素からの備えについて示す。

第１節 生活関連等施設の安全確保

特にその安全を確保しなければならない施設であ

る「生活関連等施設」について、これらの施設の把

握、管理者に対する安全確保の留意点の周知等につ

いて定める。

１生活関連等施設の把握

(1) 生活関連等施設の定義（法 102Ⅰ）

生活関連等施設とは、次のいずれかに該当する施設

であって、政令で定めるものをいう。

①国民生活に関連を有する施設で、その安全を確保

しなければ国民生活に著しい支障を及ぼすおそ

れがあると認められるもの（発電所、浄水施設等）

②その安全を確保しなければ周辺の地域に著しい

被害を生じさせるおそれがあると認められる施

設（危険物質の貯蔵施設等）

【生活関連等施設の種類及び所管省庁】（令 27・28）

施行令 施設の種類 所管省庁名

28 条 ４

号

高圧ガスの製造施設、

貯蔵施設

経済産業省

２生活関連等施設の安全確保の留意点の周知等

（略）

(3) 施設管理者に対する要請

県は、生活関連等施設の管理者に対し、安全確

保の留意点を踏まえ、既存のマニュアル等を活用

しつつ、資機材の整備、巡回の実施など武力攻撃

事態等における安全確保措置について定めるよ

う要請する。この場合において、施設の管理者は、

その自主的な判断に基づき、安全確保措置につい

て定めることに留意するものとする。

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

第８章第８章第８章第８章 武力攻撃災害への対処武力攻撃災害への対処武力攻撃災害への対処武力攻撃災害への対処

武力攻撃により直接又は間接に生ずる人の死亡又

は負傷、火災、爆発、放射線物質の放出その他の人

的又は物的災害を防除し、及び軽減するため、武力

攻撃災害への対処の実施方法等について示す。

第３節 生活関連等施設の安全確保

県は、武力攻撃災害への対処を行うに当たり、生活

関連等施設の重要性にかんがみ、その安全確保につ

いて必要な措置等を講じなければならないことか

ら、生活関連等施設の安全確保に必要な事項等につ

いて定める。

２ 危険物質等に係る武力攻撃災害の防止及び防除

(1) 危険物質等の取扱所の警備の強化（法 103Ⅰ・Ⅱ）

知事は、危険物質等に係る武力攻撃災害の発生を防

止するため必要があると認めるときは、既存の法令

に基づく規制措置を講ずるとともに、危険物質等の

取扱者に対し、危険物質等の取扱所の警備の強化を

求める。

【危険物質等】（法 103Ⅰ）

武力攻撃事態等において、引火若しくは爆発又は空

気中への飛散若しくは周辺地域への流出により人

の生命、身体又は財産に対する危険が生ずるおそれ

がある物質で政令で定めるもの

【危険物質等の種類】（令 28）

号番号 物質の種類

４号

高圧ガス保安法第２条の高圧ガス

（同法第３条第１項各号に掲げるもの

を除く。）
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※※※※すべての高圧ガスの取引の際、ＭＳＤＳを渡さなければならない根拠すべての高圧ガスの取引の際、ＭＳＤＳを渡さなければならない根拠すべての高圧ガスの取引の際、ＭＳＤＳを渡さなければならない根拠すべての高圧ガスの取引の際、ＭＳＤＳを渡さなければならない根拠※

高圧ガス販売において、化学物質安全性データシートを交付しなければならない根拠の指針です。

化学物質の安全性に係る情報提供に関する指針化学物質の安全性に係る情報提供に関する指針化学物質の安全性に係る情報提供に関する指針化学物質の安全性に係る情報提供に関する指針

告示：1993/03/26（平成五年三月二十六日）（厚生省／通商産業省／告示第一号）

（化学物質を譲渡又は提供する取扱事業者が講ず

る措置）

第三条 化学物質の製造の事業を営む者、業として

化学物質を使用する者その他の業として化学物質

を取扱う者（以下「取扱事業者」という。）は、別

表上欄に掲げる危険性又は有害性を有する物質ご

とにそれぞれ同表の下欄に掲げる化学物質（以下

「危険有害化学物質」という。）を取扱事業者に対

して譲渡又は提供するときは、その相手方に当該危

険有害化学物質に係る次の事項を記載した文書（以

下「化学物質安全性データシート」という。）を交

付するものとする。ただし、同一の取扱事業者に対

し、既に譲渡又は提供した危険有害化学物質に係る

化学物質安全性データシートを交付している場合

において、当該危険有害化学物質を譲渡又は提供す

るときはこの限りでない。

一 譲渡又は提供する者の氏名及び住所（法人に

あっては名称及び所在地）

二 製品の名称及び危険有害化学物質の名称そ

の他の危険有害化学物質の識別に関する事項

三 危険性又は有害性の種類

四 救急時の処置

五 火災時の処置

六 漏出時の処置

七 取扱い及び保管上の注意

八 暴露を防止するための措置

九 物理的性質及び化学的性質

十 危険性に関する事項

十一 有害性に関する事項

十二 生態影響に関する事項

十三 廃棄上の注意

十四 輸送上の注意

十五 適用法令

２ 危険有害化学物質を譲渡又は提供する取扱事

業者は、前項の規定による化学物質安全性データ

シートの交付に代えて、第五項で定めるところに

より、その相手方の承諾を得て、前項に規定する

事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の

情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げ

るもの（以下「電磁的方法」という。）により提供

することができる。この場合において、当該危険

有害化学物質を譲渡又は提供する取扱事業者は、

当該化学物質安全性データシートを交付したもの

とみなす。

一 電子情報処理組織を使用する方法のうちイ

又はロに掲げるもの

イ 危険有害化学物質を譲渡又は提供する取

扱事業者の使用に係る電子計算機とその相手方の

使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線

を通じて送信し、受信者の使用に係る電子計算機

に備えられたファイルに記録する方法

ロ 危険有害化学物質を譲渡又は提供する取

扱事業者の使用に係る電子計算機に備えられたフ

ァイルに記録された前項に規定する事項を電気通

信回線を通じてその相手方の閲覧に供し、当該相

手方の使用に係る電子計算機に備えられたファイ

ルに当該事項を記録する方法（電磁的方法による

提供を受ける旨の承諾又は受けない旨の申出をす

る場合にあっては、危険有害化学物質を譲渡又は

提供する取扱事業者の使用に係る電子計算機に備

えられたファイルにその旨を記録する方法）

二 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他

これらに準ずる方法により一定の事項を確実に記

録しておくことができる物をもって調製するファ

イルに化学物質安全性データシートに記載すべき

事項を記録したものを交付する方法


